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大
阪
市
②
（
８
月
）

都
留
市
②
（10
月
）

高
松
市
（10
月
）

京
都
府
（
議
会
主
導
・2
月
）

大
阪
市
（2
月
）

横
浜
市
③
（
議
会
主
導
・7
月
）

甲
府
市
②
（7
月
）

藤
沢
市
（7
月
）

大
津
市
（
８
月
）

館
山
市
②
（
９
月
）

小
田
原
市
（10
月
）

和
光
市
（10
月
）

北
栄
町
（10
月
）

富
士
見
市
（7
月
）

足
利
市
（10
月
）

京
都
府
②
（10
月
）

静
岡
県
（10
月
）

奈
良
市
（11
月
）

行政の「事業仕分け」年表
～事業仕分けの進化～

2002年 2003年 2004年 2005年

実
施
団
体

目

的

仕
分
け
対
象

2006年2007年 2008年

秋
田
県
（5
月
）

岐
阜
県
（2
月
）

岩
手
県
（4
月
）

宮
城
県
（5
月
）

高
知
県
（5
月
）

三
重
県
（8
月
）

三
浦
市
（11
月
）

長
野
県
（3
月
）

新
潟
市
（8
月
）

新
潟
県
（10
月
）

多
治
見
市
（3
月
）

横
浜
市
①
（12
月
）

横
浜
市
②
（9
月
）

千
葉
県
（11
月
）

高
島
市
①
（11
月
）

*

岡
山
市
（2
月
・
試
行
）
高
島
市
②
（11
月
）

熱
海
市
（8
月
）

秋
田
市
（1
月
・
試
行
）

厚
木
市
（8
月
）

滝
川
市
（10
月
）

久
喜
市
（11
月
）

＊「住民自治」の推進も視野に入れ、住民だけで評価するスタイルも実施。

「国と地方の税制を考える会」
（10県知事と10市町長のプロ
ジェクトとしてスタート。

館
山
市
（8
月
）

直
方
市
（2
月
）

大
磯
町
（2
月
）

浜
松
市
（5
月
）

草
加
市
（6
月
）

甲
府
市
（7
月
）

町
田
市
（7
月
）

加
西
市
（8
月
）

寒
川
町
（11
月
）

都
留
市
（10
月
）

大
磯
町
②
（10
月
）

習
志
野
市
（10
月
）

直
方
市
②
（10
月
）

騎
西
町
（11
月
）

０９年１２月現在、６省、４６自治体、計６３回実施。行財政改革の切り札であり｢戦後６０年目の大掃除｣０９年１２月現在、６省、４６自治体、計６３回実施。行財政改革の切り札であり｢戦後６０年目の大掃除｣

2009年

文
科
省
所
管
独
法
・
公
益
法
人
（6
月
）

国
交
省
・
農
水
省
（
民
主
党
・6
月
）

国

文
部
科
学
省
（8
月
）

財
務
省
（10
月
）

外
務
省/

各
省
Ｏ
Ｄ
Ａ
（12
月
）

国

環
境
省
（9
月
） 加

西
市
②
（
８
月
）

全事業仕分け

すべての一般会計事業

l 「そもそも論」に
立ち、基本形の
５つに仕分け。

行政の役割、国と地方
の役割を定量化。
自治体に対する国のコ
ントロール（関与・規制）
のあぶり出し。

●予算事業から100個程度
－「現実論」を加味し、
事業を抽出（1事業あ
たり20分程度）。

l 各自治体の行財政改革への貢献。

– 予算への反映（歳出削減）、評価システムの見直し等。

選択事業仕分け

l 予算事業から20個程度
– 1事業当りの時間をより長く（30分程度）

草
津
市
（12
月
）

広
島
県
（12
月
）


